
○部局別主要事業
予算額欄の（ ）は、債務負担行為限度額 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 説 明

〔災害復旧・公共事業
等〕

1災 害 復 旧 事 業 費 36,973,729 1 公共災害復旧事業費 31,698,194

(4,033,042) (1)環境森林部関係 383,171

・林道

(2)農政部関係 8,461,118

・農地 4,094,806

・農業用施設 4,306,959
・共同利用施設 59,353

(3)県土整備部関係 22,853,905
・道路 1,648,091
・河川 20,349,354
・砂防 779,960
・都市計画 76,500
・債務負担行為限度額 4,033,042千円

2 県単災害復旧事業費 5,275,535
(1)環境森林部関係 462,882
・林道 135,382
・治山 290,400
・自然公園等施設 37,100

(2)県土整備部関係 4,812,653
・道路、河川等

2公 共 事 業 費 158,000 災害関連公共事業の施行に要する経費
（環境森林部） ・治山

3県 単 公 共 事 業 費 2,000,000 災害関連県単公共事業の施行に要する経費
（県土整備部） 1 道路 700,000

2 河川・砂防 1,300,000

4災 害 調 査 費 2,318,000 被災箇所の復旧工事に係る調査、設計等に要する経費
（県土整備部） 1 原形復旧調査費 1,758,000

2 改良復旧調査費 560,000

〔県民生活部〕
5災 害 救 助 費 5,686,787 災害救助法に基づく被災者の救助等に要する経費

1 災害救助法関係 5,495,687
(1)県の応急救助 48,787
(2)市町への職権委任 5,446,900
2 災害弔慰金等 191,100
(1)災害弔慰金 11,250
(2)災害障害見舞金 3,750
(3)災害援護資金貸付金 176,100

6災害救援等活動費 36,145 1 市町に対する職員派遣費 1,553
2 他県自治体からの応援職員負担金 3,922
3 物資輸送費 670
4 陸上自衛隊災害救援活動支弁費 30,000



（単位：千円）

事 業 名 予 算 額 説 明

〔保健福祉部〕
7社会福祉施設等災害 619,559 被害を受けた社会福祉施設等の復旧に対する助成
復 旧 費 ・補助対象 介護施設、障害者支援施設等、児童福祉施設

等
・補 助 率 3/4（国 1/2、県 1/4）

（児童厚生施設のみ 2/3（国 1/3、県 1/3））

8被災高齢者・障害者 18,845 被災高齢者・障害者の現状把握に要する経費
把 握 事 業 費 ・目 的 被災した在宅高齢者等の状態悪化の防止

・委託先 介護関係職能団体、障害福祉関係職能団体

〔産業労働観光部〕
9産 業 活 性 化 金 融 3,928,600 被害を受けた県内中小企業を支援するための「令和元年
対 策 費 台風第19号緊急対策資金」の貸付けに要する経費

〔資金の概要〕
・融 資 枠 110億円
・融資対象者 直接又は間接的に被害を受けた中小企業
・融資限度額 8,000万円
・融 資 利 率 1.2％以内(保証付/責任共有制度対象外)

1.4％以内(保証付/責任共有制度対象)
・融 資 期 間 10年以内(うち据置期間２年以内）

10令和元年台風第19号 132,275 令和元年台風第19号緊急対策資金を利用した中小企業へ
緊急対策資金保証料 の保証料補給に要する経費
補 給 事 業 費 ・補給対象 令和２（2020）年３月までに実行された融資

・保証料率（県負担分） 0.2％
※一般保証は保証料率の30％

11中小企業等グループ 3,039,229 中小企業等で構成するグループの復興事業計画に基づき
施設等復旧事業費 事業者が行う施設・設備の復旧等に要する経費

1 中小企業等グループ施設等復旧整備補助金 3,000,000
・補 助 率 中小企業等 3/4（国 1/2、県 1/4）

中堅企業等 1/2（国 1/3、県 1/6）
2 グループ補助金受付センター事業費 38,853
・事業内容 復興事業計画策定支援、補助金交付申請の

受付、審査等
・委 託 先 民間団体等

3 復興事業計画評価委員会開催費等 376

12被災中小企業再建 5,333 被害を受けた中小企業者等に対し、専門家を派遣して経
計 画 策 定 等 相 談 営再建計画の策定等を支援するための経費
事 業 費 ・派遣回数 150回（50社×３回）

13県 南 技 術 支 援 435,670 県南技術支援センターの災害復旧に要する経費
センター災害復旧費 1 施設改修費 71,586

・工事箇所 事務室、三次元測定室等
2 試験研究機器更新費 364,084



（単位：千円）

事 業 名 予 算 額 説 明

〔農政部〕
14農漁業災害対策特別 247,626 県農漁業災害対策特別措置条例（10月24日適用）に基づ
措 置 費 (10,730) く、農作物等生産維持のための助成及び経営の安定に必要

な資金の融通措置に要する経費
・事業主体 市町
1 病害虫防除用農薬購入費等補助金 247,138
・補助対象 病害虫防除用農薬購入費等、樹草勢回復用

肥料購入費等、代替作付け用種苗等購入費、
種苗等の輸送費、農作物取り片付け作業費
等、農作物育成管理用施設等撤去作業費

・補 助 率 県 1/2（市町 1/2）
2 災害経営資金等利子補給費補助金 488
・融 資 枠 1,254,138千円
・融 資 対 象 農業経営に必要な経費及び施設復旧費
・融資限度額 200万円、500万円、600万円
・融 資 期 間 ７年以内（うち据置２年以内）
・融 資 利 率 0.3％、0.7％
・債務負担行為限度額 10,730千円

15農業近代化資金融通 1,347 農業用施設の復旧等に必要な資金融通に係る利子補給に
促 進 費 (91,704) 要する経費

・融 資 枠 1,200,000千円
・融 資 対 象 被災した施設等に対する再投資
・融資限度額 1,800万円
・融 資 期 間 15年以内（うち据置７年以内）
・融 資 利 率 0.7％、1.0％
・債務負担行為限度額 91,704千円

16強い農業・担い手 623,882 被害を受けた農業生産施設等の再建等に対する助成
づ く り 総 合 支 援 ・事業主体 市町
事 業 費 1 被災農業者支援型 576,206

補助率
区分 事業費

国 県 市町

農業生産施設等再建、
3/10 0.5/10 0.5/10 475,547

修繕費

農業生産施設撤去費 3/10 1.5/10 1.5/10 56,586

土砂撤去費 3/10 1.5/10 1.5/10 23,073

農業生産施設補強費 3/10 - - 21,000

2 被災産地施設支援型 47,676
・補助率 国 1/2

〔県土整備部〕
17県 営 住 宅 管 理 費 41,849 被災者に対し県営住宅を一時的に提供するための修繕に

要する経費
・修繕戸数 37戸



（単位：千円）

事 業 名 予 算 額 説 明

〔教育委員会〕
18県立学校施設災害 1,385,132 県立学校の災害復旧に要する経費
復 旧 費 1 高等学校 1,316,681

・対象校 栃木工業高校外６校
(1)施設・設備改修費 772,070
(2)備品更新費等 544,611

2 特別支援学校 68,451
・対象校 栃木特別支援学校
(1)施設・設備改修費 63,820
(2)備品更新費等 4,631

〔警察本部〕
19警 察 施 設 等 災 害 77,782 警察施設等の災害復旧に要する経費
復 旧 費 1 庁舎等 73,758

・対象施設 警察署等庁舎７箇所、交番・駐在所４箇所、
職員宿舎１箇所

2 交通安全施設（信号機制御機等） 4,024


